
（別記） 

令和６年度千葉県水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

本県は、首都圏に位置し、温暖な気候に恵まれ、稲作のほか、園芸品目（野菜・果実・ 

花き）、畜産など、地域ごとに多彩で特色のある農業が展開されている。 

農業経営体は年々減少しており、令和２年時点で 35,420 経営体となり、５年前に比べ

9,565 経営体（21.3％）減少している。農業経営体のうち、個人経営体は 34,459 経営体

で、５年前に比べ 9,662 経営体（21.9％）減少した一方、組織経営体は 961 経営体で 97 

経営体（11.2％）増加している。 

経営耕地面積規模別に農業経営体数をみると、１～３ha 層が全体の 42.2％を占めてい

る。この１～３ha 層は 14,948 経営体で５年前に比べ 5,014 経営体（25.1％）減少した。

５ha 未満については、５年前に比べ減少しており、経営面積規模の小さな層で減少となっ

た。その一方、10～20ha 層は 640 経営体で５年前に比べ 127 経営体（24.8％）の増加、30ha 

以上の層は 162 経営体で５年前に比べ 69 経営体（74.2％）の増加等、経営耕地面積規模

の大きな層での増加がみられている（2020 年農林業センサス）。 

耕地面積は 121,500ha、うち水田面積は 72,100ha、畑は 49,400ha と水田率は 59.3％で

ある（令和４年作物統計）。基盤整備率は、地域によって差があるが、県全体の平均で 57.9％

（令和４年度）である。基盤整備実施地区においては、担い手への農地の利用集積を更に

促進する必要があり、未整備地区においては、集落営農組織の活用などによる農地の維持

管理が課題となっている。 

令和５年度の主食用米の作付面積は 45,800ha と前年並みとなり、生産目安を達成した

が、人口減少等による国内需要の減少を踏まえ、主食用米が生産過剰とならないよう、引

き続き、需要に応じた生産を進める必要がある。 

新規需要米等の令和５年度の作付面積は、飼料用米が過去最大であった前年と同水準で

推移し、WCS 用稲が 187ha 増となるなど、全体で 13,434ha となった。 

需給バランスの維持と米価の安定のため、今後も飼料用米などの新規需要米や、高収益

作物等の生産を拡大していくことが重要となっている。 

麦・大豆は、７割程度が集団転作などによる水田での作付であり、収量は低く不安定な

ため、生産の安定化が課題となっている。 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

人口減少等による国内需要の減少を踏まえ、主食用米が生産過剰とならないよう、   

本県においても需要に応じた生産を進める必要がある。 

 このため、湿田が多い本県の特性を踏まえ、主食用米と同様に栽培でき、一定の収入が

見込める飼料用米等への転換を中心に推進しているところである。 

 今後は、これらの取組に加えて、水田農業の高収益化を図るため、野菜や果樹などの高

収益作物、子実用とうもろこしなどを新たに導入する地域についても支援を行うことによ

り、県農業産出額及び飼料自給率の向上に資することを目指す。 

（１）収益力・付加価値の向上 

高収益作物への転換の拡大を目指す地域については、産地・市町村・県などが連携し、

地域の特性を踏まえた作物への転換を推進することとする。 

（２）新たな市場・需要の開拓 

「水田農業高収益化推進計画」に位置付けられた地域においては、従来からの販路の

ほか、加工・業務用等の新たな販路の開拓の取組を推進していく。 



（３）生産・流通コストの低減 

 畑作物の本作化に取り組む地域においては、転換作物の生産性の向上に向けて、生産

基盤・体制の効率化、作業の省力化及び農薬の低減等の取組を推進していく。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

基盤整備後の水田を中心に、水稲・麦・大豆による２年３作を基本としたブロックロー

テーションが定着している地域においては、麦・大豆の高品質化や低コスト化に向けて、

作付の団地化や暗渠・明渠などの導入により、産地の生産体制の強化と生産の効率化を推

進する。 

このほか、国が示している交付対象水田の扱いに基づき、５年間に一度も水張りが行わ

れない農地や、今後も水稲作に活用される見込みがない水田がないか点検を行うよう各地

域農業再生協議会に促すことで、状況の把握に努めるものとする。 

その結果、畑地化支援が必要な地域については、畑地化促進助成の活用を促進するとと

もに、畑作物の産地づくりに取り組む地域については、産地づくり体制構築等支援の活用

を促進し、関係者間での調整や畑地化に伴う費用負担等に要する経費を支援していく。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

水田高収益化を目指し、需要に応じた主食用米の生産を進めるとともに、新規需要米 

（飼料用米、WCS 用稲、米粉用米、新市場開拓用米）や麦・大豆、高収益作物等の作付拡大

に重点を置いた取組を着実に推進し、農業経営の安定を図ることを目的に、各関係団体が

一体となって取り組むこととする。 

（１）主食用米 

国は、令和６年産主食用米の適正生産量を、令和５年産と同水準とした。本県におい

ても、令和６年産の主食用米の生産目安を 46,177ha（面積換算）とし、令和５年産米の

生産目安と同数量とする。 

低コストで生産性の高い水田農業経営を実現するため、生産基盤の整備と併せて、  

スマート農業技術を活用した省力化栽培技術や高性能農業機械の導入等により、経営 

規模の拡大を進める。 

さらに、消費者や実需者ニーズを把握し、売れる米づくりを推進するとともに、「ふさ

おとめ」「ふさこがね」「粒すけ」等県育成品種の知名度とブランド力の向上に取り組む。 

（２）備蓄米 

安定的に一定規模の作付けが確保できることから、県別優先枠（662 トン）を最大限に

活用するとともに、一般枠での数量拡大も図りながら生産に取り組んでいく。 

（３）非主食用米 

  ア 飼料用米 

令和５年産実績は 10,154ha となり、目標面積を 154ha 上回った。飼料価格が高止

まりする中、国産飼料については畜産農家等からの需要が大きく、安定した供給が

求められており、令和６年産についても、引き続き令和５年産と同様に取り組む必

要があることから、令和６年産目標面積を前年目標と同様の 10,000ha とする。産地

交付金等を活用して、生産性向上（多収品種の取組、地域内流通の取組等）等の取

組を推進することにより、取組の定着を図る。 

（ア）制度等の周知徹底 

各種説明会等の開催や農業者向け啓発資料の作成・配布等により、全ての稲作農

家を対象に、米をめぐる状況、飼料用米の取組の意義や有利性、国や県の助成制度

等について周知徹底を図る。 

（イ）戸別訪問による推進 



大規模農家の更なる取組拡大、今まで取組割合が低かった中規模農家への推進及

び農地中間管理機構による農地集積と連動した推進を図るため、戸別訪問を実施す

る。 

（ウ）多収品種の取組の推進と種子確保 

県単助成等により、多収品種の導入促進やほ場の団地化の取組を支援する。また、

一般品種については、令和６年産～８年産にかけて、支援水準が段階的に引き下げ

られることから、一般品種から多収品種への転換を促すとともに、知事特認の多収

品種「アキヒカリ」の種子を十分確保できるよう、関係機関と連携を図る。 

  イ 米粉用米 

潜在需要の実態把握や掘り起こしに努めるとともに、地域農業再生協議会との連携

により需要者情報の共有を図る。 

また、産地交付金を活用して、生産性向上等の取組を推進するとともに、実需者ニー

ズに応えるための専用品種による低コスト生産等の取組を支援する。 

  ウ 新市場開拓用米 

国が立ち上げたコメ海外市場拡大戦略プロジェクトにおける戦略的輸出基地への参

加を促す。 

また、産地交付金により、複数年契約及び生産性向上等の取組を推進するとともに、

実需者ニーズに応えるための低コスト生産等の取組を支援する。 

  エ WCS 用稲 

地域農業再生協議会との連携により需要者情報の共有を図り、利用促進に努める。 

また、産地交付金等を活用して、ほ場の団地化、耕畜連携の推進、WCS 用稲専用品種・

直播栽培の導入など、生産性向上技術等の取組を推進するとともに、畜産農家の求める

高品質な WCS 用稲の生産を進める。 

  オ 加工用米 

産地交付金等を活用して、複数年契約や生産性向上等の取組を推進するとともに、

実需者ニーズに応えるための低コスト生産等の取組を支援する。 

（４）麦、大豆、飼料作物 

麦、大豆については、国際的な小麦等の供給懸念を受け国産需要が高まり、国内にお

ける安定供給が求められていることから、生産体制の強化を目指す地域に対し、国庫事

業等を活用して施設整備・機械導入を支援するとともに、産地交付金や県単助成を活用

して、ほ場の団地化や二毛作の取組を推進する。 

また、国産小麦・大豆の供給力強化に向けた事業を活用して、団地化や営農技術の導

入、施設整備・機械導入を支援し、産地の生産性向上を図るとともに、畑作物産地形成

促進事業を活用して、実需者ニーズに応えるための低コスト生産等の取組を推進する。 

さらに、小麦は、「さとのそら」の栽培技術確立を支援し、品質の安定化を図るととも

に、大豆については、高品質安定生産技術である「大豆３００Ａ技術」の励行を徹底す

る。 

飼料作物については、輸入依存度が高く、飼料価格が高止まりする中、安定確保に向

けて国内生産の拡大が求められていることから、産地交付金による耕畜連携や二毛作へ

の助成、県単助成を活用して、取組拡大を図る。子実用とうもろこしについては、畑作

物産地形成促進事業を活用して、実需者ニーズに応えるための低コスト生産等への取組

を推進する。 

水田を畑地化して麦・大豆・飼料作物の本作化に取り組む場合については、畑作化促

進助成を活用して、畑地利用への円滑な移行を促していく。 

（５）そば、なたね 

産地交付金により、二毛作の取組や、地域の実需者等との契約に基づいた作付を支援  

する。また、畑地化促進助成の活用により、畑作物の本作化への取組を支援する。 

 



（６）地力増進作物 

産地交付金により、高収益作物等の作付けに向けた土づくりとして、地力増進作物（ラ

イ麦、エンバク、イタリアンライグラス、ギニアグラス、ソルガム、ヘアリーベッチ）

の作付を支援する。 

（７）高収益作物 

産地交付金及び畑地化促進助成の活用により、各地域で取り組まれている食用なばな、

れんこん、ねぎ等の野菜や、果樹・花きなど、収益性の高く需要が見込める品目への転

換を推進し、水田農業の収益力向上及び畑作物の本作化を図るとともに、畑作物産地形

成促進事業を活用して、実需者ニーズに応えるための低コスト生産等への取組を推進す

る。 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 

 
 ※ 地域農業再生協議会が水田収益力強化ビジョンを策定する場合には、都道府県水田収益力強化ビジョ

ンの後に添付してください。 

 ※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

45,800 46,177 45,700

122 122 120

10,154 10,000 10,000

135 145 160

35 51 80

1,316 1,350 1,400

1,672 1,700 1,700

540 100 526 91 550 100

561 306 547 296 560 300

408 112 425 110 450 120

・子実用とうもろこし 17 18 20

4 2 5 2 5 2

1 0 1 1 1 1

1 1 1

594 502 480

・野菜 421 0 356 340

・花き・花木 119 105 0 100

・果樹 52 40 39

・その他の高収益作物 2 1 1

33 45 60

高収益作物

畑地化

そば

作物等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

麦

大豆

飼料作物

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和８年度の
作付目標面積等

なたね

地力増進作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

（５年度）
2ha

別途定めた作物（基幹） 地域振興作物の取組

地域振興作物の取組面積
(ha)
（重点作物）
（一般作物）

（５年度）
12ha

新規の複数年契約の取組
面積(ha)

複数年契約の取組（３
年以上）

新市場開拓用米（基幹）
（コメ新市場開拓等促進事
業対象水田のみ）

新市場開拓用米（基幹）
（コメ新市場開拓等促進事
業対象水田は除く）

新市場開拓用米の作付
の取組

新市場開拓用米の取組面
積(ha)

（５年度）
35ha

（５年度）
0.3ha

地力増進作物の取組面積
(ha)

地力増進作物の作付の
取組（基幹）

ライ麦、エンバク、イタリ
アンライグラス、ギニアグ
ラス、ソルガム、ヘアリー
ベッチ

子実用とうもろこしにお
ける耕畜連携の取組面積
(ha)

子実用とうもろこしに
おける耕畜連携（資源
循環）の取組

子実用とうもろこし（基
幹）

そば、なたね（基幹）
そば・なたねの作付の
取組

そば、なたねの取組面積
(ha)

（５年度）
458ha、 12,655ha

（５年度）
 480ha

（５年度）
1,505ha

（５年度）
848ha

（５年度）
553ha

①わら利用：飼料用米、わ
ら専用稲。
②水田放牧：飼料作物。
③資源循環：粗飼料作物等

耕畜連携の取組（①わ
ら利用、②水田放牧、
③資源循環）

耕畜連携の取組面積(ha)

2

使途名 目標

1

整理
番号

対象作物

飼料用米、WCS用稲、米粉用
米、加工用米、新市場開拓
用米

生産性向上等の取組

生産性向上等技術導入面
積(ha)
（１つのみの取組）
（複数の取組）

戦略作物、そば、なたね
（二毛作）

二毛作の取組 二毛作の取組面積(ha)

3

10

11

12

-

4

5

6

7

9

加工用米（基幹）
複数年契約の取組（３
年以上）

複数年契約の取組面積
(ha)

麦、大豆（基幹） ほ場の団地化の取組
ほ場の団地化の取組面積
(ha)

（５年度）
280ha、52ha

8
新市場開拓用米（基幹）

（コメ新市場開拓等促進事
業対象水田は除く）

新市場開拓用米の作付
の取組

新規の複数年契約の取組
面積(ha)

（５年度）
12ha

（６年度）
426ha、12,931ha
（７年度）
400ha、13,000ha
（８年度）
375ha、13,100ha

（６年度）489ha
（７年度）495ha
（８年度）500ha

（６年度）1,465ha
（７年度）1,500ha
（８年度）1,500ha

（６年度）980ha
（７年度）1,000ha
（８年度）1,100ha

（６年度）550ha
（７年度）550ha
（８年度）550ha

（６年度）10ha
（７年度）10ha
（８年度）10ha

（６年度）1ha
（７年度）1ha
（８年度）1ha

（６年度）249ha、49ha
（７年度）240ha、50ha
（８年度）230ha、50ha

（６年度）14ha
（７年度）15ha
（８年度）16ha

（６年度）10ha
（７年度）10ha
（８年度）10ha

（６年度）3ha
（７年度）3ha
（８年度）3ha

（６年度）51ha
（７年度）65ha
（８年度）80ha



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：千葉県

1
飼料用米、WCS用稲、米粉用米、加工
用米、新市場開拓用米の生産性向上等

の取組（１つのみの取組）
1 2,000

飼料用米、WCS用稲、米粉用米、加工用米、新
市場開拓用米

助成対象作物：実需者と出荷・販売契約を締結し、収穫を行うとと
もに、「生産性向上等に関する取組内容」のうち、１つ以上に該当
する飼料用米・米粉用米・加工用米・ＷＣＳ用稲（基幹）・新市場開
拓用米。

1
飼料用米、WCS用稲、米粉用米、加工
用米、新市場開拓用米の生産性向上等

の取組（複数の取組）
1 2,700

飼料用米、WCS用稲、米粉用米、加工用米、新
市場開拓用米

助成対象作物：実需者と出荷・販売契約を締結し、収穫を行うとと
もに、「生産性向上等に関する取組内容」のうち、１つ以上に該当
する飼料用米・米粉用米・加工用米・ＷＣＳ用稲（基幹）・新市場開
拓用米。

2
戦略作物、そば、なたねにおける二毛

作の取組
（二毛作）

2 5,500 戦略作物、そば、なたね

実需者と出荷・販売契約を締結し収穫を行うとともに、水稲と対象
作物、又は対象作物同士の組み合わせによる二毛作に取り組む
戦略作物、そば、なたね。ただし、飼料用米においては、「生産性
向上等に関する取り組み内容」のうち、１つ以上に取り組むこと。

3
飼料用米・わら専用稲、飼料作物、粗飼
料作物等における耕畜連携の取組（耕

畜連携）
3 4,700

①わら利用：飼料用米、わら専用稲。　②水田
放牧：飼料作物。　③資源循環：粗飼料作物等

（別表１に定めたもの）。

実需者と出荷・販売契約を締結し収穫を行う飼料用米、飼料作
物、わら専用稲、粗飼料作物等。ただし、飼料用米においては、
「生産性向上等に関する取り組み内容」のうち、１つ以上に取り組
むこと。

3
二毛作の飼料作物における耕畜連携の

取組
（耕畜連携・二毛作）

4 4,700 粗飼料作物等（別表１に定めたもの） 実需者と出荷・販売契約を締結し収穫を行う粗飼料作物等。

4 加工用米における３年契約等の取組 1 4,200 加工用米 実需者との３年以上の複数年契約を締結している加工用米。

5 麦・大豆の団地化の取組 1 2,900 麦、大豆
団地化された水田の合計面積が作物ごとに５ｈａ以上であること。
ただし、団地が複数の場合は、面積３ｈａ以上のものを1つ以上含
むこと。

6 地域振興作物（重点振興作物） 1 2,000 別途定めた作物 県が定めた地域振興作物を、出荷・販売すること。

6 地域振興作物（一般振興作物） 1 1,100 別途定めた作物 県が定めた地域振興作物を、出荷・販売すること。

7
子実用とうもろこしにおける耕畜連携の

取組（耕畜連携）
3 10,000 子実用とうもろこし 実需者と出荷・販売契約を締結し収穫を行う子実用とうもろこし。

8

新市場開拓用米の３年以上の複数年契
約の取組

（コメ新市場開拓等促進事業対象水田
は除く）

1 5,000 新市場開拓用米
実需者と本年度新規で３年以上の複数年契約を締結している新
市場開拓用米（コメ新市場開拓等促進事業対象水田は除く）

9 そば・なたねの作付の取組 1 20,000 そば、なたね 実需者との出荷・販売契約を締結し、収穫を行うそば、なたね。

10 新市場開拓用米の作付の取組 1 20,000 新市場開拓用米 新市場開拓用米。（コメ新市場開拓等促進事業対象水田は除く）

11 地力増進作物の取組 1 20,000
ライ麦、エンバク、イタリアンライグラス、ギニア

グラス、ソルガム、ヘアリーベッチ
県が定めた地力増進作物を作付けること。

12

新市場開拓用米の３年以上の複数年契
約の取組

（コメ新市場開拓等促進事業で採択され
た者が対象）

1 10,000 新市場開拓用米
実需者と本年度新規で３年以上の複数年契約を締結している新
市場開拓用米。本年度コメ新市場開拓等促進事業で採択された
者が対象。

（別表１）粗飼料作物等の範囲

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくださ
い。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。

青刈りとうもろこし、青刈りソルガム、テオシント、スーダングラス、青刈り麦（らい麦又はえん麦を含む。またサイレージ化したものを含む。）、青刈り大豆、子実用えん麦、青刈り稲、
WCS用稲、わら専用稲、青刈りひえ、しこくびえ、オーチャードグラス、チモシー、イタリアンライグラス、ペレニアルライグラス、ハイブリットライグラス、スムーズブロムグラス、トールフェ
スク、メドーフェスク、フェストロリウム、ケンタッキーブルーグラス、リードカナリーグラス、バヒアグラス、ギニアグラス、カラードギニアグラス、アルファルファ、オオクサキビ、アカクロー
バ、シロクローバ、アルサイククローバ、ガレガ、ローズグラス、パラグラス、パンゴラグラス、ネピアグラス、セタリア、飼料用かぶ、飼料用ビート、飼料用しば

（注）上記の粗飼料作物等については、食用に供される畜産物を生産するために飼養される牛、馬、めん羊、山羊に供される場合に限ります。上記の粗飼料作物等以外で地域農業
再生協議会がその地域の特性に適合し、かつ、水田においてその生産振興を図る必要があると認められる場合（新規需要米を除く。）はあらかじめ県と協議することとする。



別添１

No 取組内容 備考

1 生産基盤・体制の効率化（集積、団地化）

・集積：農地中間管理事業による集積面積１ｈａ以上
・団地化：5ha以上
・集積・団地化ともに対象水田が特定されること
（飼料用米・米粉用米・加工用米・新市場開拓米は区
分管理方式による）

2 排水対策、ほ場条件の改善（明渠、暗渠の施工） 施工後、初年度のみを対象とする

3
収穫・流通体制の改善（オペレータやコントラクタ等
への作業委託、フレコン・バラ出荷）

4 多収品種、専用品種の導入
飼料用米・米粉用米における多収品種・専用品種の取
組、WCS用稲における飼料用イネ品種の取組

5 疎植栽培
県稲作標準技術体系の栽植株以下の株数（ただし３７
株／坪を下限とする）。農業事務所、ＪＡの指導を受け
て取り組むこととする。

6
育苗・移植作業の省力化（乳苗移植栽培、無代かき
移植栽培、プール育苗、密苗栽培）

7
肥料の低減化（土壌分析・生育診断を踏まえた施
肥、流し込み施肥、育苗箱全量施肥、側条施肥、肥
効調節型肥料の施肥）

左記のほか、米粉用米・加工用米・新市場開拓用米の
場合はちばエコ基準、飼料用米・WCS用稲の場合は千
葉県が定める慣行基準からの半減の取組を対象とす
る

8
農薬の低減化（温湯種子消毒、農薬の苗箱播種同
時処理、農薬の田植え同時処理）

左記のほか、米粉用米・加工用米・新市場開拓用米の
場合はちばエコ基準、飼料用米・WCS用稲の場合は千
葉県が定める慣行基準からの半減の取組を対象とす
る

9 直播栽培

10 農業機械の共同利用

11 不耕起栽培

12 稲わらの鋤込みや堆肥の施用等による土づくり

13 立毛乾燥 飼料用米のみ対象

14 地域内流通による流通コストの削減 県内需要者との複数年契約に基づく取引を対象とする

生産性向上等の取組内容

下記の取組内容のうち一つ以上に合致する面積を整理番号１の対象とする。



（別表１）粗飼料作物等の範囲

（別表２）利用供給協定に含まれるべき事項

青刈りとうもろこし、青刈りソルガム、テオシント、スーダングラス、青刈り麦（らい麦又はえん麦を含
む。またサイレージ化したものを含む。）、青刈り大豆、子実用えん麦、青刈り稲、WCS用稲、わら専用
稲、青刈りひえ、しこくびえ、オーチャードグラス、チモシー、イタリアンライグラス、ペレニアルライ
グラス、ハイブリットライグラス、スムーズブロムグラス、トールフェスク、メドーフェスク、フェスト
ロリウム、ケンタッキーブルーグラス、リードカナリーグラス、バヒアグラス、ギニアグラス、カラード
ギニアグラス、アルファルファ、オオクサキビ、アカクローバ、シロクローバ、アルサイククローバ、ガ
レガ、ローズグラス、パラグラス、パンゴラグラス、ネピアグラス、セタリア、飼料用かぶ、飼料用ビー
ト、飼料用しば

（注）上記の粗飼料作物等については、食用に供される畜産物を生産するために飼養される牛、馬、めん
羊、山羊に供される場合に限ります。上記の粗飼料作物等以外で地域農業再生協議会がその地域の特性に
適合し、かつ、水田においてその生産振興を図る必要があると認められる場合（新規需要米を除く。）は
あらかじめ県と協議することとする。

　各取組における利用供給協定書は、実施する取組の種類に応じて、次の事項を記載するものとします。
①わら利用
　取組の内容、わらを生産する者、わらを収集する者、わらを利用する者、ほ場の場所及び面積、刈取り
時期、利用供給協定締結期間、わら取引の条件（作業分担及び品代・経費の負担）、その他必要な事項。
②水田放牧
　取組の内容、飼料作物を生産する者、牛群を管理する者、ほ場の場所及び面積、牛の入退牧の時期及び
放牧頭数、利用供給協定締結期間、水田放牧の条件（作業分担及び品代・経費の負担）、その他必要な事
項。
③資源循環
　取組の内容、供給される飼料作物の種類、飼料作物の刈取り時期、飼料作物を生産する者、堆肥を散布
する者、ほ場の場所及び面積、堆肥の散布時期及び量、利用供給協定締結期間、堆肥散布の条件（作業分
担及び品代・経費の負担）、その他必要な事項。


